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第１４章 日雇労働被保険者の給付について

（1）雇用保険法における日雇労働者とは、次のいずれかに該当する者をいいます。

① 日々雇用される者

② 30 日以内の期間を定めて雇用される者

ただし、連続する 2 月の各月において 18 日以上同一事業主の適用事業に雇用された場

合、又は、同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された場合は、以下の日か

ら一般被保険者または短期雇用特例被保険者として取り扱われますので、雇用保険被保険

者資格取得届に雇用保険日雇労働被保険者手帳を添えて届出をしてください。

① ２月の各月において 18 日以上同一の事業主の適用事業に雇用された者については

その翌月の最初の日

② 同一の事業主の適用事業に継続して 31 日以上雇用された者については同一の事業

主の下での雇用が 31 日以上継続するに至った日

（2）日雇労働被保険者となるのは、日雇労働者のうち、次のいずれかに該当する者です。

① 適用区域内に居住し、適用事業に雇用される者

② 適用区域外の地域に居住し、適用区域内にある適用事業に雇用される者

③ 上記以外の者であって公共職業安定所長の認可を受けた者

日雇労働被保険者となった日雇労働者には、日雇労働被保険者手帳が交付されます。

なお、公共職業安定所長の認可を受けて被保険者となった日雇労働者については、認

可のあった日に、日雇労働被保険者手帳が交付されます。

（1）雇用保険印紙の購入

雇用保険印紙保険料は、雇用する日雇労働被保険者に賃金を払うつど、日雇労働被保

険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、あらかじめ届出済みの印影をもって消印することに

よって納付するものです。

したがって、事業主が日雇労働被保険者を雇い入れようとするときは、あらかじめ雇

用保険印紙を購入しなければなりません。雇用保険印紙を購入するには、公共職業安定

所に「雇用保険印紙購入通帳交付申請書」を提出し、通帳の交付を受けて、その通帳に

より郵便局から必要な枚数を購入しなければなりません。

１ 雇用保険の適用を受ける日雇労働者とは

２ 日雇労働被保険者を雇い入れた場合の手続きは
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（2）雇用保険印紙の種類

等級 賃金日額 印紙保険料
負担割合

事業主 労働者

第１級 11,300 円以上 176 円 88 円 88 円

第２級 8,200 円以上 11,300 円未満 146 円 73 円 73 円

第３級 8,200 円未満 96 円 48 円 48 円

（3）保険料の負担

日雇労働被保険者を雇用した場合は、雇用保険印紙保険料と一般保険料の納付の義務

があります。したがって、事業主は日雇労働被保険者に賃金を払うつど、以下の計算方

法で保険料を控除することができます。（平成 28年度の料率で計算しています。）

○ 一般事業（雇用保険率 11/1000）

（雇用保険印紙料×1/2）＋（賃金×4/1000）

○ 特掲事業（雇用保険率 14/1000）

（雇用保険印紙料×1/2）＋（賃金×5/1000）

【例示】

賃金日額 9,000 円の日雇労働者を雇用した建設事業の事業主が、日雇労働者負担

分の保険料を計算すると･･････

① 雇用保険印紙保険料

73 円･････146 円（第 2級）×1／2（労働者負担分）

② 一般保険料

45 円･････9,000 円×5／1000（建設事業：労働者負担分）

よって、事業主は、労働者から 118 円（①73 円＋②45 円）を徴収してください。

（4）雇用保険印紙に消印する印影の届出

日雇労働被保険者手帳に雇用保険印紙を貼付し、消印する場合の印影をあらかじめ管

轄公共職業安定所に届け出てください。

また、印影を変更しようとするときも届出が必要です。

（5）雇用保険印紙の受払い及び印紙保険料納付状況の報告

事業主は、公共職業安定所から雇用保険印紙購入通帳の交付を受けた場合は、雇用保

険印紙受払いのつど受払簿へ記入し、毎月、月末現在で集計したうえ、その翌月末まで

に雇用保険印紙の使用の有無にかかわらず、印紙保険料納付状況報告書を、管轄公共職

業安定所へ報告してください。

（6）日雇労働者が日雇労働被保険者手帳を所持していない場合の保険料納付

日雇労働被保険者手帳を持っていない日雇労働者を雇用した事業主は、居住地を管轄

する公共職業安定所長に日雇労働被保険者資格取得届を提出して被保険者手帳の交付

を受けるよう指導してください。


